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多賀城市の概要 

○宮城県のほぼ中央に位置。 

仙台市、塩竈市と接している。 

奈良時代には、陸奥国府と 

鎮守府が置かれ、市の東部 

や北部には史跡が点在して 

いる。 

 

○面積：１９．６９ｋｍ２ 

 

○人口：６２，529人 

（平成29年10月31日現在） 
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多賀城市 東日本大震災被害概要 

○死者数  １５６人（関連死含む） 
○住家被害 全   壊 １，７４６世帯 
      大規模半壊 １，６３４世帯 
      半   壊 ２，０９６世帯 
      一部損壊  ６，１６２世帯 
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住 宅 再 建 の 状 況 

プレハブ仮設（市内６ヶ所） ３７３戸 Ｈ２９．４月解消 

災害公営住宅 
（５３２戸） 

桜木地区 １６０戸 Ｈ２６．１０月完成 

新田地区 ４８戸 Ｈ２７．９月完成 

鶴ケ谷地区 ２７４戸 Ｈ２８．３月完成 

宮内地区 ５０戸 Ｈ２８．１２月完成 

県民間賃貸借上住宅 
（平成23年度 1,402世帯） 

37世帯（H29.11.1現在） 
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本日の事例発表のポイント  

 

  １ 複数機関・多職種の支援者が協働するために 

２ 被災者健康支援業務における保健師の役割 

３ これまでの取り組みから 
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１ 複数機関・多職種の 
  支援者が協働するために 
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被災者健康支援事業の背景 

○平成24年度：被災者健康確認調査実施 

 ・対象4,208世帯を全戸訪問 

 ・要支援者の有無をスクリーニング 

 ・連絡調整会議で「要支援」となったケースを、心のケア 

  センター及びＡ事業所が継続支援 

 ・週1回のケースカンファレンスで支援方針検討 

 

○平成25年度～ 

 ・県民賃健康調査、多賀城市被災者現況調査（市独自調査） 

  結果から支援対象者抽出 

抽出基準：K6=13点以上、朝から飲酒（飲酒量増加） 
     治療中断 7 



Ｂ事業所 
（委託・医療機関） 

精神保健福祉士・ 
看護師 

多賀城市 
保健師 

心のケアセンター 
医師・保健師・臨床心理士・ 
精神保健福祉士・看護師 

塩釜保健所 
保健師 

Ａ事業所（委託） 
保健師・看護師 
・管理栄養士 支

援
者
間
の
連
携 

支
援
の
質
の
向
上 

被災者健康支援チーム 支援担当者会議（月1回） 
【目的】 
・支援業務の現状や方向性を共有 
・支援者へのスーパーバイズ 
・専門知識共有のための勉強会 
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チームの取り組み① ～支援基準～ 

 

  
○支援基準 

Ⅰ 重症度別のカテゴリー 

Ⅱ 状態の見極め基準 
  （=アセスメント項目） 
・うつ状態の有無 
・PTSDの有無 
・自殺念慮の有無 
・アルコール問題の有無 
・生活困難さの有無   など 

 
 

Ⅲ 終了の基準 
①定期的に通院している 
②相談できる人がいる 
③支援員等とつながりがある 
④社会的な活動をしている 
（ボランティアやサークル活動など） 
⑤友人知人、親戚等、人との交流がある 
⑥楽しみや趣味を持っている 
（本人なりのストレス解消法がある） 
⑦家族との関係が良好 
⑧ぐっすり眠れている 
⑨おいしく食事がとれている 
⑩体調が良い 

ケースカンファレンス 
・週1回実施（年間平均4７回） 
・支援基準に則り、継続・終了の見極め 
・支援方針の検討、共有 
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チームの取り組み② ～記録用紙～ 

◎アセスメント項目を記録用紙
に加えた。 
【効果】 
→アセスメントに必要な情報を   
網羅できる。 
→判断基準が明確になり、カン
ファレンスをスムーズに進める
ことができる。 
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チームの取り組み③ ～被災者健康支援データの集計～ 

【背景】 

 １ 災害公営住宅の整備開始。被災者支援事業の通常業務の移行について 
  部内で検討が始まる。  

２ これまでの支援内容の分類、明確化ができていなかった。 
  ①どのような人に＝訪問理由（リスク因子） 
  ②どのような支援をして＝支援内容 

  ③どうなったか＝転帰  

○平成26年度から被災者健康支援事業のデータ集計を開始 
＜集計数＞平成26年度：392件、平成27年度：368件、平成28年度：377件 

○支援全体を振り返ることで、中長期的な支援を要す
るケースの傾向等を把握することができた。 
⇒継続支援ケースは年度末に支援方針の振り返りを行い、 
支援の見通しや目標を検討している。 
 
○集計データをもとに、「第15回日本トラウマティック・ 
ストレス学会」において、心のケアセンターがポスター 
発表を行った。 
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2 被災者健康支援業務における 
  保健師の役割について 
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保健師としての役割 

３ 庁内関係部署・
その他関係機関との

連絡調整 

 
・委託契約事務、支援機関との 
 年間計画打合せ 
・月1回、支援担当者会議を開催 

 
・毎月の支援計画組み立て、支援予定表の作成 
・各調査結果から支援対象者抽出 
・支援終了後のケースカンファレンス実施 
・ケース管理→支援履歴、支援の進捗状況、ケース記録等 
・訪問使用物品の準備・管理 
（記録用紙、不在票、各種パンフレット等） 

１ 支援に関する調整 

２ 委託・支援事業者
調整 
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ケース管理ツールの一例 ～支援予定表～ 
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・支援日に毎回作成し、支援者に渡す。 
・予定表をもとに、毎回支援前の打合せを実施。 
・カンファレンス後、支援内容（黒）、次回支援予定（白）を入力。 



３ これまでの取り組みから  
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これまでの取り組みから 

◎複数機関・多職種の支援者間の協働 
⇒継続した話し合いの場を持つ。まず、顔を合わせることが必要。 

（ケースカンファレンス、支援担当者会議、災害公営住宅見守り支援会議等） 

⇒対応困難事例を相談できる場を設ける。支援者の不安解消や、サポート 

 し合う関係づくりにつながる。 

（医師・専門機関等によるスーパーバイズ、事例検討会、継続支援ケースに 

 関する定期的なケースレビュー等） 

 

◎アセスメント項目や支援基準の共有とシステムづくり 
⇒支援目的や方針が共有され、支援者が協働しやすくなった。 

⇒支援理由や終了理由が明確になり、要支援者の確実な選定につながった。 

 

◎継続支援中の事例から、通常業務移行の進め方を検討 
⇒通常業務移行後も継続支援を要すると思われる事例が見えてきた。 

  ：アルコール依存症、ひきこもり、多問題を抱える世帯等 

⇒計画的にケースレビューを実施。通常業務移行を視野に入れた支援計画を検討。 
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今後の課題と取り組みについて 
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健康調査結果 
ハイリスク該当 

震災前から何らかの
問題を抱えていた

ケース 
（=潜在化していた） 

・アルコール関連問題 
 （依存症・多量飲酒） 
・ひきこもり 
・孤立化 
・多問題を抱える世帯 等 
     ↓ 
◎震災前から課題になって 
 いるもの 

◎震災前から抱えていた問題に震災の影響が加わり、複雑化しているケースや、
これまで潜在していたパワーレスなケースが、健康調査から顕在化している。 
 
⇒被災者健康支援事業は、復旧・復興の進捗と共に終息を迎える事業。 
この数年は、被災者の自立を視野に入れた相談支援を行い、通常業務移行をス
ムーズに進める準備として、定期的な支援計画の見直しや整理を行っている。 

健康調査によって 
顕在化 



～ ご清聴、ありがとうございました ～ 
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